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はじめ に
20世紀の 末か ら 21 世紀の初頭にかけて 洋の東西を問わず､ 法の変動が激しい ｡ 私法の 分野
につ い てみて も､ ヨ ー ロ ッ パ で は､ ドイツで つ とに民法典の大幅な改正が実現した し (債務法
現代化法 (201年11月)), それを超 えて E C加盟国の 間で消費者保護法 を含む統 一 民法典､
なかんずく統 一 契約法 の制定をめ ぐる動きが盛んで ある 0 日本で も､ 製造物責任法(平成6年)､
借地借家法 (平成3年)､ 消費者契約法 (平成12年)､ 電子商取引に関する幾つ か の特別法 (辛
成13年)､ 金融商品販売法 (平成12年)､ 住宅品質確保促進法 (平成11年) の 制定 ､ 訪問販売
法 の発展的解消 (特定商取引法 (平成12年))などの 各種民事特別法の 制定が矢継ぎ早になさ
れて い る ｡ 中国､ 韓国を含 むア ジアの諸国にお い て も同様で あり､ 特 に中国で は､ 社会主義国
の体裁を維持 しながら ､ 実質的に資本主義を取り入 れようと して ､ 現在民法典に相当する各種
の 法律が制定されつ つ ある こ とほ周知の如くで ある ｡
約3年前に発足 した研究プロ ジ ェ クト ｢日中欧比較契約法+ は､ メ ンバ ー こそ 当初より半田
とその 指導して い る中国か らの留学生で ある費の 二 人だけの小 さな所帯で あっ たが ､ そ の研究
対象は上記の如く広範なもの で あり, 各メ ンバ ー の努力次第では, 大なる成果 を挙げる ことも
可能であっ た｡ しかし､ この 間の業績を列挙す る と､ 半田が執筆したもの として は､ ｢ドイツ に
おける消滅時効法の改正作業+ 千葉大学法学論集16巻3, 4号 (平成14- 15年)､ ｢ドイ ツ債
務法現代化法概説 (信山社､ 平成15年)+､ 共訳書で ある ｢バセ ド 一 編 . ヨ - ロ ッ パ統 一 契約法
へ の道 (法律文化社, 平成16年 (予定))+ があるだけで , まだ緒につ い たばか りで あり､ 費の
執筆したものは ､ 修士論文を印刷に付 した ｢契約法と事情変更の 原則の 再検討+ 千葉大学社会
文化科学研究第6号 (平成14年) 及び博士論文の テ ー マ である ｢情報提供義務 と約款規制を中
心と した日中比較契約法+ に関する研究の 一 環と して発表 した ｢契約締結過程にお ける情報提
供義務 一 日中両国法の 比較から中国 へ の示唆 - +で ある(千葉大学社会文化科学研究第7号(平
成15年))｡ 本報告書第二章と して掲載された費の論文｢不実告知 ､ 不告知 と民法上の 詐欺+は､
博士論文の 一 環をなす論稿として は第二 番目の もので ある o
本報告書の 策 一 章をなす､ 半田の論稿 ｢ヨ ー ロ ッパ 統 一 契約法 へ の 歩み+ は､ 前記共訳書 ｢ヨ
ー ロ ッ パ統 一 契約法 へ の道+ とは異なり､ E C理事会のも とに作られたヨ ー ロ ッ パ統 一 契約法
に向けて の委員会が20世紀末から21世紀初めにか けて 作成 した報告書の 一 部 (主に初期のも
の) の 邦訳で ある ｡ 現在ラ ンド - 委員会やその 部会 ､ ガン ドル フィ グル - プ､ セ コ ラグル - プ
などがヨ ー ロ ッパ 統 一 契約法ない しヨ ー ロ ッ パ統 一 民法制定の ための活動を活発に行っ て い る
が ､ これらはいずれも大なり小なり この E C理事会 の もとに作られた委員会の これらの 報告書
などに示 された指導原理に則っ たもので ある ｡ 委員会報告書は ､ 関係機関ない し研究グル ー プ
に どのような方法で またどの ような段階を辿っ て ヨ ー ロ ッ パ統 一 契約法 を作成 して い っ たらよ
いか の道筋を示すもの である ｡ そのため以前か ら特に 201年7月 の 報告書の 内容を邦訳 したい
と考えて い た (第 一 章第三節)o ゝ そ の後本報告書に対する数多く の解答が寄せ られ また 2003年
2月に は同委員会に より ヨ ー ロ ッ パ 統 一 契約法行動計画が発表 された｡ これ らに つ い てもその
詳細を知りたい と こ ろで あるが ､ 第 一 章第四 節で この行動計画の 概要 を紹介する に とどめ た o
なお, 右に紹介した共訳書 ｢バ セ ド 一 編 ･ ヨ ー ロ ッ パ統 一 契約法 へ の道+ は, 既にソ フ トロ ー
として 制定されて い る ユ ニ ドロ ワ契約原則 (1994年) 及びヨ - ロ ッ パ 契約原則 (1995年) とド
イツ 民法上 の契約原則 との 異同を契約締結過程､ 契約締結上の過失 ､ 解除､ 債務不履行の 要件､
損害賠償と いっ た各制度庵に論じたもの で ある ｡
費さんの 論文 (第 二 章) は ､ 既述の よう に博士論文の 一 環 として書 いたも の で ある o 博士論文
には､ 現在大きく変貌を遂げつ つ ある中国の法状況 を現地で資料を収集 して で きるだけ詳しく
論述するよ うに要望 して い た の で あるが ､ 必ずしも期待して いたような成果を挙げるこ とはで
きなか っ た ｡ この 3年間日本で の生活 に追われて 研究にあまり没頭で きなか っ たようにみえる｡
なお ､ この第 二章は ､ 編者がかなり事を加えたもので ある こ とを付記 して おく｡
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